
（千円） 4,445 4,738 5,154

単位当たりコスト　（円） 90,714 67,686 59,930

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
本事業は、情報支援員が学校と連携を図りながら、東久留米市の地域性や実態を理 社会の情報化を背景に、児童・生徒の通信、情報技術の
解した上での培ってきたノウハウや技術を基に、教育現場のニーズに応じた情報モ 活用能力が高まる中、教育現場のニーズを踏まえ専門的
ラル教育など必要な業務にあたり成果を上げている。この点は委託では補えないと な支援を行う情報教育支援事業は教員各自の取り組みで
考える。また、事業開始当初から業務については見直し、改善を行っている。現段 は限界がある部分を適切に補い、児童・生徒への教育効
階で業務の改善に余地はない。 果をあげている。特に、デジタル教科書の活用や学校業

務のシステム化が見込まれるため、今後、更に情報支援
員の役割は大きくなる。タブレット端末を活用した学習
の

　

さらなる推進の為、情

令

報支援員の増員も含め

和

現状の体

効率性 ４ 達成

3

度 ３ 制を強化し事業を

年

拡大して行くことが望

度

ましい。

説明
目的達成

事

のための活動や手段と

務

して妥当である。学校

事

からの要請や支援の回

業

数が増
加する中、現在

評

の体制で最大限の努力

価

をして対応した。これ

表

以上のコスト削減は難

(

しい。
担当教諭の異動
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や校務支援システムの
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導入、ホームページの
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更新など、各学校から
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度

ため、要請及び支援件

振

数が増加した。

り返り)
新規/継続

事務事業名 120201 情報教育支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　特別支援教育係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市教育センター学校支援室設置運営要綱

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校児童・生徒、教員
対象

事業内容 各学校からの依頼により、市立小・中学校の情報通信技術の普及及び、コンピューター研修の企画運営と情報教

・ 育支援員の派遣を行う。また、教育センターの情報機器や指導教材の開発、保管、貸出などの他、教育委員会指

活動手段 導室主管事業の支援を行う。

目的 市立小・中学校の通信、情報に関する教育活動の充実を図る。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 要請件数 単位 件

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

49 70 86

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 要請に対する支援率 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,405 4,695 5,111

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 4,405 4,695 5,111

人件費（理論値）②　（千円） 40 43 43

トータルコスト①＋②　



192,000 －

目標達成率　（％） 100 98 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
音楽鑑賞教室実行委員会を立ち上げて実施してきており、長年の積み重ねの中で現 音楽の生演奏を実際に聴く機会としての鑑賞体験は、心
在の形になっており、業務改善の余地はないが、新型コロナウィルスの影響により 豊かな児童の育成に欠かすことのできない教育活動であ
令和２年度は実施自体ができなかった。新型コロナウィルス対策を検討して対応す り、貴重な機会である。
る必要がある。 新型コロナウィルスの影響により、借り上げた会場の収

容人数制限や閉鎖という状況が発生し、令和２年度は実
施できなかった。今後はそれ等の対応を含めて契約内容
や予算対応を考える必要がある。

効率性 ３ 達成度 １

説明
新型コロナウィルスによる会場の収容人数制限や演奏中止について対応できるよう
に、契約内容や予算対応を考える必要がある。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120202 小学校音楽鑑賞教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第６学年児童
対象

事業内容 近隣の大規模音楽ホールを借り上げ、東京都交響楽団による演奏を鑑賞。

・ 午前：小学校、午後：中学校　それぞれに曲目を変えて実施。

活動手段

目的 プロのオーケストラによる生演奏を聞く機会を設けて、音楽を愛好する心情と音楽に対する感性を育てるととも

・ に、豊かな情操を養うことを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加児童数／市立小学校第６学年児童数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 98 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,244 1,724 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,244 1,724 0

人件費（理論値）②　（千円） 446 468 191

トータルコスト①＋②　（千円） 2,690 2,192 191

単位当たりコスト　（円） 2,690,000 2,



トータルコスト①＋②　（千円） 4,225 4,353 4,020

単位当たりコスト　（円） 54,167 49,466 51,538

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
事業は委託して実施しており、人材管理や諸手続き等は適切に行われている。 ・中学校の英語の目標は、コミュニケーション能力の基

礎を養うこととされており、外国人（ALT)による英語学
習への支援が重要視されている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120203 外国人による中学校英語教育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学習指導要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校第１学年から３学年の生徒
対象

事業内容 １学級あたり、中学校で年間１６時間、外国人による英語指導補助員（ＡＬＴ）を派遣する。(平成２５年度ま

・ では中学校年間９時間の実施）

活動手段

目的 外国語を通じて、言語や文化の多様性について体験的に理解を深めるとともに、外国語でのコミュニケーション

・ 能力の育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 対象となる学級数 単位 クラス

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

78 88 78

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 外国語のコミュニケーション能力を高めた生徒数／外国人による英語指導を受けた生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 3,782 3,885 3,543

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 3,782 3,885 3,543

人件費（理論値）②　（千円） 443 468 477



単位当たりコスト　（円） 19,681 21,861 23,507

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方法については適切に行われており、業務フロー等に改善の 学習指導要領に示されている家庭・地域と連携した教育
余地はない。 活動を充実させることと、体験的な活動を実施するため

に本事業は非常に重要であり、今後も継続する必要があ
る。

新型コロナウィルスの影響で、活動に制限が生じたが、
学校の支援活動としては重要であり、更なる充実を求め
られている。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
新型コロナウィルスの影響で、学校が休校や時間短縮などにより、例年よりも活動
環境に制限があったが、その中にあっても支援実績があった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120204 教育活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校
対象

事業内容 専門的な知識や技能を有する市民に教育活動協力者（ゲストティーチャー）として授業等に参加してもらい、授

・ 業の支援をしてもらう。また、教員養成系の学生に教育活動の支援をしてもらう。

活動手段

目的 学校教育活動の発展的な創意工夫や充実に向け、地域の人材を活用し、学校毎に特色のある授業を実施する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 授業にかかわった教育活動協力者の延べ人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

94 79 71

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 教育活動協力者を活用した授業を実施した小・中学校数 単位 校

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 19

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 20 20 19

実績値 20 20 19

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,004 834 758

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,004 834 758

人件費（理論値）②　（千円） 846 893 911

トータルコスト①＋②　（千円） 1,850 1,727 1,669



7 21,568

単位当たりコスト　（円） 652,538 659,893 829,538

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
学力調査については、問題作成、採点、集計、各データ作成等を委託しており、改 学力調査においては、学力の向上を図るために本市の児
善の余地はない。 童・生徒の発達段階に応じて学力の実態を把握すること

は重要である。
実施学年は、小学校第２・４・６学年と、中学校第２学
年であり、それぞれ２年間の児童・生徒一人ひとりの伸
び率等実態を把握し、小中学校それぞれにおける学力向
上に向けた教員の授業改善を進める。

効率性 １ 達成度 ３ 学力パワーアップサポーターにおいては、特色ある教育
活動を実施し、教育活動の質の向上を図るため、多様な

説明
地域人材や専門性の高い技術のある人材を活用すること

学力パワーアップサポーターは会計年度任用職員として任用し、全校配置した。 は必要であり、学力向上の視点からもニーズが高まって
なお、下里小学

　

校が閉校したため、学

令

校総数は１９校となっ

和

た。 いる。

3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120205 学力パワーアップサポート事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校児童・生徒
対象

事業内容 児童・生徒の発達段階に応じて学力の調査を実施する。また、学習支援を行う学力向上指導員を配置する。

・

活動手段

目的 児童・生徒の発達段階に応じて学力の実態を把握し、授業のきめ細かな工夫・改善に努め、学力の向上を図るた

・ め。また、児童・生徒の学習面や生活面の問題を解消して、安定した学校運営を目指す。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学力向上指導員人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

26 28 26

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 指導員が配置となった学校数 単位 校

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 19

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 20 20 19

実績値 20 20 19

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 16,039 17,500 20,572

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 16,039 17,500 20,572

人件費（理論値）②　（千円） 927 977 996

トータルコスト①＋②　（千円） 16,966 18,47



たりコスト　（円） 744 843 777

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
作成における過程等は適切に行われている。 社会科学習において、東久留米市の地域に関する単元の

学習を確実に充実させるために作成している副読本であ
る。
今後も児童・生徒に身近な地域の学習の問題を追究・解
決する活動を行うために、副読本の作成は必要である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
無償配布される教科書や地図帳に東久留米市に関する内容が少ないため、本事業は
欠かせない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120206 社会科副読本作成事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

小学校第３・４学年児童及び中学第１学年生徒
対象

事業内容 社会科副読本作成委員会等で副読本（東久留米市に関する）を作成し、各学校の当該学年に配布。

・

活動手段

目的 小学校第３・４学年、中学第１学年が東久留米市の歴史・地域・市政全般について知り地域理解が深まる。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 社会科副読本作成部数 単位 部

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

3,010 3,000 2,960

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 社会科副読本を配布した児童・生徒数/配布対象学年児童・生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,208 1,446 1,194

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,208 1,446 1,194

人件費（理論値）②　（千円） 1,030 1,084 1,106

トータルコスト①＋②　（千円） 2,238 2,530 2,300

単位当



,283 10,366

人件費（理論値）②　（千円） 824 869 886

トータルコスト①＋②　（千円） 10,847 11,152 11,252

単位当たりコスト　（円） 834,385 857,846 937,667

目標達成率　（％） 95 89 75

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
当該事業は委託にて実施しており、適切に行われている。 全小学校に学校司書を配置し、主任学校司書を巡回させ

て、学校図書館の「読書センター」「学習センター」「
情報センター」としての機能充実につながっている。

効率性 ３ 達成度 １

説明
前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。
新型コロナウィルスの影響で、休校や授業制限などが実施された環境において、で
きる限りの学校図書館の運営支援に努めた。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120207 小学校図書館運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市学校図書館運営指針

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校児童
対象

事業内容 全小学校に学校司書を配置し、また主任学校司書を巡回させる。

・

活動手段

目的 小学校の児童の主体的な学習活動を推進するために、全小学校に学校司書を配置し、また主任学校司書を巡回さ

・ せることにより、学校図書館の「読書センター」「学習センター」「情報センター」としての機能を充実させ、

意図 効率的な運営と活発な利用を促進することを目的とする。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学校司書を配置した学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

13 13 12

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 学校司書勤務日における延べ利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 50,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 60,000 60,000 60,000

実績値 57,126 53,134 45,288

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 10,023 10,283 10,366

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 10,023 10



コスト①＋②　（千円） 6,047 6,224 7,106

単位当たりコスト　（円） 863,857 889,143 1,015,143

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
例年業務としては、移動教室、修学旅行に関して同行あるいは学校勤務の看護業務 宿泊を伴う体験活動は、自然に親しみ、自然を愛する心
委託と、交通費補助が主な内容の事業である。 や態度を養うとともに、集団行動を通して規範意識を身
看護業務は入札で決定しており、特に改善の余地はない。 に着ける絶好の機会となっている。また、事前学習等を
補助金については、旅行代金の一部補助であり、ほとんどの経費は保護者が負担し 実施することにより、生徒がそれぞれの課題をもって自
ている。 ら学習する力やグループで協力して学ぶ力を養う良い期
令和２年度は新型コロナウイルスの影響で事業中止となったため、企画料としての 間となっており、今後も継続して実施する。
キャンセル代を補助した。当該年度のみの
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和
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事
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継続
事務事業名 120208 中学校移動教室事業

継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 市立小・中学校移動教室交通費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校第１学年・第３学年生徒
対象

事業内容 移動教室：遠方地での宿泊での学習を実施。第１学年生徒対象

・ 修学旅行：９月に京都・奈良等へ２泊３日で実施。第３学年生徒対象

活動手段

目的 生徒の自然等に親しみ愛する心や態度が養われ、心の触れ合いを深めるとともに、協力して集団生活を送る態度

・ を育む。

意図 新型コロナウイルスの影響で中止になったキャンセル代の補助

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施した学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業に参加した生徒数／対象生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,841 6,009 6,629

国 0 0 6,629

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 5,841 6,009 0

人件費（理論値）②　（千円） 206 215 477

トータル



） 332 351 358

トータルコスト①＋②　（千円） 2,863 2,841 2,555

単位当たりコスト　（円） 1,987 2,087 2,152

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
毎年継続的に実施する中で改善を図っており、これ以上の余地はない。 小学校では、児童の日常生活の中の身近な英語を扱うこ

とに重点を置き、楽しみながら英語に慣れ親しむことが
できるように工夫することが大切と考えている。また児
童が異文化理解やコミュニケーション能力の向上を図る
学習活動は重要である。
今後も小学校英語活動は充実させる必要があり、小学校
５・６年生についてはALT活用事業に移行する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
新型コロナウイルスの影響で、年度当初に休校や時間短縮などが行われ、当初想定
よりも厳しい環境下による支援活動となった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120209 小学校英語活動事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 新学習指導要領（文部科学省）・小学校英語活動支援講師認定要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第１～４学年児童
対象

事業内容 小学校第１～４学年の１学級あたり、８時間の外国語活動を実施するために英語活動補助指導員を配置する。

・

活動手段

目的 外国語を通じて、言語や文化の多様性について体験的に理解を深めるとともに、外国語でのコミュニケーション

・ 能力の育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 外国語活動の実施時間数 単位 時間

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1,441 1,361 1,187

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 異文化理解及びコミュニケーション能力が向上した児童数／市立小学校第１～４学年児童 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 2,531 2,490 2,197

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 2,531 2,490 2,197

人件費（理論値）②　（千円



,999 13,168 208

人件費（理論値）②　（千円） 1,166 1,229 477

トータルコスト①＋②　（千円） 14,165 14,397 685

単位当たりコスト　（円） 1,089,615 1,107,462 －

目標達成率　（％） 100 100 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
移動教室実行委員会を立ち上げて、長年改善を図りながら実施してきた中で、現在 宿泊を伴う体験活動は、自然に親しみ、自然を愛する心
の内容となっており、現状では改善の余地はない。 や態度を養うとともに、集団行動を通して規範意識を身

に着ける絶好の機会となっている。また、事前学習等を
実施することにより、児童がそれぞれの課題をもって自
ら学習する力やグループで協力して学ぶ力を養う良い機
会となっており、今後も継続する。
新型コロナウイルスの影響で、実施時期を春から秋にず
らしたが、結局実施できなかった。

効率性 ３ 達成度 １ 令和３年度は９～１０月に実施する予定。

説明
宿泊場所（ゆうすげ）とは協定を結ん

　

で、榛名地域との地域

令

間交流を図っている。

和

児童一人あたりのコス

3

ト面にも協力的で、効

年

率的で妥当な運営が図

度

られている。

事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120210 小学校移動教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 市立小・中学校移動教室交通費補助金交付要綱

補助事業 ■ 該当 □ 行政補完的 ■ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 ■ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第６学年児童
対象

事業内容 実行委員会でコース等を確認し、実地踏査を行った後に移動教室を実施。全校実施後に実行委員会で報告会を行

・ う。小学校移動教室は5月～7月に榛名にて実施。

活動手段

目的 自然に親しみ愛する心や態度が養われ、心の触れ合いを深めるとともに、協力して集団生活を送る態度を育む。

・ 新型コロナウイルスの影響で中止となったことで、バス借上げキャンセル代の補助を想定した。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施した学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

13 13 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 自然に親しみ、集団生活に対する態度を育んだ児童数／市立小学校第６学年児童 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 12,999 13,168 208

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 12



理論値）②　（千円） 824 869 887

トータルコスト①＋②　（千円） 6,227 6,420 6,825

単位当たりコスト　（円） 889,571 917,143 975,000

目標達成率　（％） 97 63 78

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
当該事業は委託にて実施しており、適切に行われている 全中学校に学校司書を配置し、主任学校司書を巡回させ

ることで学校図書館の「読書センター」「学習センター
」「情報センター」としての機能を充実させることにつ
ながっている。

効率性 ３ 達成度 １

説明
前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。
新型コロナウイルスの影響で、休校や時間短縮など学校への滞在が制限されている
中で学校図書館運営の支援を行った。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120211 中学校図書館運営支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 東久留米市学校図書館運営指針

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校生徒
対象

事業内容 全中学校に学校司書を配置し、主任学校司書を巡回させる。

・

活動手段

目的 中学校の生徒の主体的な学習活動を推進するために、全中学校に学校司書を配置し、また主任学校司書を巡回さ

・ せることにより、学校図書館の「読書センター」「学習センター」「情報センター」としての機能を充実させ、

意図 効率的な運営と活発な利用を促進することを目的とする。

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 学校司書を配置した学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

7 7 7

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 学校司書勤務日における延べ利用者数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 10,000

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 10,000 10,000 10,000

実績値 9,708 6,275 7,846

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 5,403 5,551 5,938

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 5,403 5,551 5,938

人件費（



持

説明 総合評価（課題・方向性）
採択については、国の規定に基づく条件が定められており、大きく改善する余地は 教科用図書の採択は、４年に１度行われる。ただし、新
ない。 たに文部科学大臣の検定を経た教科用図書がある場合は
新型コロナウイルスの影響で、選定調査委員会は、１回を書面開催とした。 、選定調査委員会及び資料作成委員会を設置し、教育委

員会において採択しなければならない。
令和２年度は、令和３年度から市立中学校で使用する全
教科の教科用図書の採択を教育委員会で決定した。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
中学校で令和３年度から使用する全教科の教科用図書の採択が行われた。選定調査
委員会の調査結果をもとに、教育委員会で採択し、８月末までに文部科学省に報告
する。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120212 教科書採択事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） ■ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に関する法律

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 ■ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校児童・生徒
対象

事業内容 文部科学省の検定を受けた教科用図書を選定調査委員会で調査して、教育委員会において採択する。

・

活動手段

目的 採択の対象となる教科用図書について、十分調査研究を行い、公正に審議する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 選定調査委員会の開催回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

3 3 3

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 単位

指標の種類 現年度目標値

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値

実績値

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 257 295 276

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 257 295 276

人件費（理論値）②　（千円） 309 328 334

トータルコスト①＋②　（千円） 566 623 610

単位当たりコスト　（円） 188,667 207,667 203,333

目標達成率　（％） － － －

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維



5 78 71

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方法については、適切に行われている。 中学校部活動の活性化、休・廃部の防止、教員の負担軽

減を目的として導入をしており、生徒の実態に応じた指
導を充実させるためには必要不可欠な事業である。

効率性 ４ 達成度 １

説明
教員の働き方改革、地域の人材活用の視点からも継続していく必要があるが、現実
的な問題として人材確保が難しい。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120213 部活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校
対象

事業内容 専門的な知識や技能を有する方を、中学校の部活動外部指導員として従事、支援をしてもらう。

・

活動手段

目的 中学校部活動の活性化、休・廃部の防止、教員の負担軽減を目的として地域の人材を活用し実施する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 部活動外部指導員の人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

33 33 33

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 教員の負担軽減を図れた時間数 単位 時間

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 3,500

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 3,500 3,500 3,500

実績値 2,612 2,722 2,471

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,385 1,527 1,320

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,385 1,527 1,320

人件費（理論値）②　（千円） 226 239 243

トータルコスト①＋②　（千円） 1,611 1,766 1,563

単位当たりコスト　（円） 48,818 53,515 47,364

目標達成率　（％） 7



0 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
副読本配布の手順については、適切に実施している。 基本的・基礎的な学習内容の定着や発展的な学習を習得
記入の負担軽減のため、申請書の様式の変更を検討した。 させるため、教科用図書と関連した副読本や補助教材は

、個に応じた指導を実現するために必要である。引き続
き、学校で活用する副読本を精選する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
生徒一人あたりの上限額を設定しているため、効率性に変化はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120214 中学校副読本等に関する事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校生徒
対象

事業内容 生徒の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習等に必要な副読本・補助教材を配布する。

・

活動手段

目的 生徒の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習を推進する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 副読本補助教材を配布した生徒数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

2,567 2,545 2,527

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 副読本補助教材を配布した生徒数／在校生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,239 3,779 3,774

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 4,239 3,779 3,774

人件費（理論値）②　（千円） 343 360 367

トータルコスト①＋②　（千円） 4,582 4,139 4,141

単位当たりコスト　（円） 1,785 1,626 1,639

目標達成率　（％） 100 10



％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
副読本配布の手順については、適切に実施している。 基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習を習得

させるため、教科用図書と関連した副読本や補助教材は
、個に応じた指導を実現するために必要である。引き続
き、学校で活用する副読本を精選する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
児童一人当たりの上限額を設定しているため、効率性に大きな変化はない。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120215 小学校副読本等に関する事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン ■ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校児童
対象

事業内容 児童の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習等に必要な副読本・補助教材を配布する。

・

活動手段

目的 児童の基礎的・基本的な学習内容の定着や発展的な学習を推進する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 副読本補助教材を配布した児童数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

5,545 5,521 5,488

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業目的を達成した児童数／副読本補助教材を配布した児童数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,981 7,079 7,032

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,981 7,079 7,032

人件費（理論値）②　（千円） 824 869 887

トータルコスト①＋②　（千円） 7,805 7,948 7,919

単位当たりコスト　（円） 1,408 1,440 1,443

目標達成率　（



362,000 －

目標達成率　（％） 100 99 0

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
音楽鑑賞教室実行委員会を立ち上げて実施している事業である。長年改善を図って 音楽の生演奏を実際に聴く鑑賞教室は、心豊かな生徒の
きた中で現在の内容となっており、現状では改善の余地はない。 育成には欠かすことのできない教育活動であり、この機

会を失うことはできない。
令和２年度は新型コロナウィルスの影響で、事業は中止
となった。今後の対応として、実施方法等を考える必要
がある。

効率性 ３ 達成度 １

説明
令和２年度は新型コロナウィルスの影響で、会場が閉鎖され、事業は中止となった
。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120216 中学校音楽鑑賞教室事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） □ 全部委託 ■ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立中学校第２学年生徒
対象

事業内容 近隣の大規模音楽ホールを借り上げ、東京都交響楽団による演奏を鑑賞。

・ 午前：小学校、午後：中学校　それぞれに曲目を変えて実施。

活動手段

目的 プロのオーケストラによる生演奏を聞く機会を設けて、音楽を愛好する心情と音楽に対する感性を育てるととも

・ に、豊かな情操を養うことを目的とする。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 実施回数 単位 回

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

1 1 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 参加生徒数／市立中学校第２学年生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 99 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 1,596 1,965 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 1,596 1,965 0

人件費（理論値）②　（千円） 378 397 191

トータルコスト①＋②　（千円） 1,974 2,362 191

単位当たりコスト　（円） 1,974,000 2,



コスト　（円） 88,333 106,091 84,571

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方法については適切に行われており、改善の余地はない。 海外から来日して、日本語が理解できないため、授業内

容についていけない児童・生徒への支援は重要である。
訪日外国人は増加の一途をたどっていることもあり、こ
の数年間で支援が必要な児童・生徒は増加している。使
用している言語も多様であり、事業費は増加傾向にある
。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
年々日本語習得への支援が必要な児童・生徒は増加傾向にあり、今後も増加が見込
まれるが、当初予測は難しい。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120217 日本語学習指導事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小・中学校帰国児童・生徒及び外国人児童生徒
対象

事業内容 外国から帰国する児童・生徒又は外国から来日し､市内の小・中学校へ通う日本語の出来ない児童・生徒に対し､

・ 日本語学習指導員を配置して、日本語を指導する。

活動手段

目的 帰国児童・生徒及び外国人児童・生徒が日本語を習得し、授業が理解できるようにする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 日本語学習指導員配置延べ人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

6 11 14

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事業目的を達成した児童・生徒数/日本語指導を受けた児童・生徒数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 308 700 850

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 308 700 850

人件費（理論値）②　（千円） 222 467 334

トータルコスト①＋②　（千円） 530 1,167 1,184

単位当たり



法については適切に行われている。 低・中学年や特別支援を要する児童等を対象に、水泳指
導に支援が必要な方への安全確保を目的として導入して
おり、必要不可欠な事業である。
令和２年度は、新型コロナウイルスによる緊急事態宣言
が発出され、水泳授業は全面中止となり、夏休みも短縮
され、プール実習も実施されなかった。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
新型コロナウイルスの影響により、水泳の授業および夏季休暇短縮によるプール開
放は実施されなかった。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120218 水泳活動支援事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校
対象

事業内容 専門的な知識や技能を有する方に、体育授業時・夏季休業日中に水泳指導の補助員として従事してもらう。

・

活動手段

目的 児童への安全な水泳指導を確保していくため実施する。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 プール指導員・補助員の延べ人数 単位 人

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

36 32 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 事故発生件数 単位 件

指標の種類 減少を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 0 0 0

実績値 0 0 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 633 435 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 633 435 0

人件費（理論値）②　（千円） 434 458 167

トータルコスト①＋②　（千円） 1,067 893 167

単位当たりコスト　（円） 29,639 27,906 －

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
業務に関する手続き・方



①＋②　（千円） 7,269 7,302 6,597

単位当たりコスト　（円） 119,164 117,774 87,960

目標達成率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 現状維持

説明 総合評価（課題・方向性）
事業は委託にて実施しており、人材管理や諸手続き等は適切に行われている。 平成２７年度より小学校第５，６学年の外国語活動にAL

T（外国人）による英語学習が導入され、令和２年度か
らの学習指導要領により、小学校３，４学年では外国語
活動３５時間、小学校５，６学年では外国語科７０時間
が実施されることとなり、更なる充実が必要である。

効率性 ５ 達成度 ３

説明
前年度と同様な形態で実施しており、効率的に実施できている。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120219 外国人による小学校英語教育事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等 学習指導要領

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立小学校第５・６学年の児童
対象

事業内容 １学級あたり、小学校第５・６学年で３５時間、外国人による英語指導補助員（ＡＬＴ）を派遣する。(小学校

・ は２７年度より実施）

活動手段

目的 外国語を通じて、言語や文化の多様性について体験的に理解を深めるとともに、外国語でのコミュニケーション

・ 能力の育成を図る。

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 対象となる学級数 単位 クラス

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

61 62 75

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 外国語のコミュニケーション能力を高めた児童数／外国人による英語指導を受けた児童数 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 6,826 6,835 6,120

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 6,826 6,835 6,120

人件費（理論値）②　（千円） 443 467 477

トータルコスト



率　（％） 100 100 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都の受託事業であり、改善の余地はない。 この事業を活用することで、理科教育の推進に向けた施

策を進め、理科の基礎学力を定着させていくことが期待
できる。
この事業期間は平成３０年度～令和２年度までであり、
令和２年度が最終年度である。
令和３年度には理科教育の継続として予算計上している
。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
東京都の受託事業であり、事業費は全額東京都負担で実施している。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120220 理科教育支援推進事業
継続

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

□ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） ■ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

□ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 □ 西東京市
近隣市状況

■ その他 (世田谷区、目黒区、八王子市、立川市 )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市立全小・中学校
対象

事業内容 各校における理科使用物品の整備や科学実験教室の開催を行う。

・

活動手段

目的 理科教育の推進に向けた施策を進め、理科の基礎学力を定着させていくことを目的とする。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 指定を受けた学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

20 20 19

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 当該事業にかかわった児童・生徒数／対象児童・生徒数 単位 %

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 100 100 100

実績値 100 100 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 4,981 4,358 4,209

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 4,981 4,358 4,209

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 372 393 400

トータルコスト①＋②　（千円） 5,353 4,751 4,609

単位当たりコスト　（円） 267,650 237,550 242,579

目標達成



げも行わなか 音楽鑑賞教室としての会場は、抽選で決まるため、一定
った。 していない。バス借上げについては検討する。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
新型コロナウイルスの影響で事業が中止となったため、バスの借り上げを行わなか
った。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120221 音楽鑑賞教室事業
新規

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

□ 直営（委託無） ■ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 □ 東村山市 □ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

音楽鑑賞教室に参加する市内の主に西部地域に位置する小・中学校の児童生徒
対象

事業内容 東久留米駅までの送迎用借上げバスの経費

・

活動手段

目的 東久留米駅までの送迎用の借り上げバスであり、主に西部地域の小・中学校を対象としている。

・

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 利用学校数 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

未実施 未実施 0

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 利用生徒数 単位 人

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 0

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 0

実績値 未実施 未実施 0

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 0

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 0

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 0

トータルコスト①＋②　（千円） 0 0 0

単位当たりコスト　（円） － － －

目標達成率　（％） － － 100

評価

業務フローに改善の余地がある ■ 制度改正の余地がある ■ 令和4年度の方向性 縮小

説明 総合評価（課題・方向性）
新型コロナウイルスの影響で事業が中止となったため、バスの借り上



－ 100

評価

業務フローに改善の余地がある □ 制度改正の余地がある □ 令和4年度の方向性 廃止(完了･統合含む)

説明 総合評価（課題・方向性）
東京都の単年度補助事業であり、改善の余地はない。 一時的な教員負担増大を軽減するための事業である。

希望校１５校を対象に人材配置を行ったが、手続き等が
煩雑で事務方の負担は増大した。
令和２年度限りの事業である。

効率性 ３ 達成度 ３

説明
東京都の補助金事業である。

　令和3年度事務事業評価表(令和2年度振り返り)
新規/継続

事務事業名 120222 学習指導サポーター配置事業
新規

政　策　名 05 子どもの未来と文化をはぐくむまち

施　策　名 12 活力ある学校づくり

基本事業名 02 確かな学力の育成

所管課係名 指導室　指導係 所管課長名 椿田　克之

事業の概要

■ 自主的（条例・規則等） □ 義務的（法律・政令等） □ 努力義務的（法律・政令等） 終期 令和2年度

根拠法令等

補助事業 □ 該当 □ 行政補完的 □ 政策的 給付事業 □ 該当

市独自上乗せ □ 該当 □ 上乗せ □ 横出し

特定財源 □ 該当 廃止予定の有無 □ 該当

■ 直営（委託無） □ 全部委託 □ 一部委託 □ 指定管理 □ 補助金
事業形態

□ その他 ( )

■ 小平市 ■ 東村山市 ■ 清瀬市 ■ 西東京市
近隣市状況

□ その他 ( )

その他 実行プラン □ 対象 外部評価 □ 対象 内部管理事業等 □ 該当

事務事業の目的（事務事業の対象、手段、意図）

市
対象

事業内容 新型コロナウィルス感染症対策のため、学校が教育活動を再開した後、感染症予防策の徹底実施等における教員

・ の負担軽減及び子供の学びの保障をサポートするための人材配置経費の都補助

活動手段

目的 教室内における児童・生徒への補助等を行う人材（学習指導サポータ）を配置し、市を支援する東京都の補助事

・ 業

意図

活動指標（手段の数値指標化）

指標名 事業利用を希望する学校 単位 校

平成30年度 平成31年度 令和2年度
実績値

未実施 未実施 15

成果指標（意図したことの結果の数値指標化）

指標名 負担軽減の図れた学校 単位 ％

指標の種類 増加を目指す指標 現年度目標値 100

平成30年度 平成31年度 令和2年度

目標値 未設定 未設定 100

実績値 未実施 未実施 100

事業費・人件費等

平成30年度 平成31年度 令和2年度

事業費（実績額）①　（千円） 0 0 2,321

国 0 0 0

上記「事業費 特定財源 都 0 0 2,321

（実績額）」に その他 0 0 0

係る財源 特定財源に伴う一般財源 0 0 0
一般財源

一般財源 0 0 0

人件費（理論値）②　（千円） 0 0 715

トータルコスト①＋②　（千円） 0 0 3,036

単位当たりコスト　（円） － － 202,400

目標達成率　（％） －


